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近年、世界の自動車産業では、欧州、米国、中国、韓国のカーメーカーが内燃機関車からバッテリーEV

（BEV）への転換をリードしてきました。日本政府も、2035 年までの乗用車新車販売で電動車（HEV・

PHEV・BEV・FCV）100%を目指すという目標を設定しました。自動車の電動化に向けた動きは、東南

アジアなど開発途上国にも広がっています。 

本調査は、日本や東南アジア諸国の政策や国際協力の形成に資する情報を提供することを目的に、自動

車の電動化に対応して、日本の自動車部品企業が行っている取り組みに関する情報を収集するものです。

また、本調査は、日本政府・経済産業省の支援等によりインドネシアに設立された国際機関である東アジ

ア・アセアン経済研究センター（ERIA）との協力で実施され、研究成果は ERIA から公表される予定で

す。本調査から得られたデータは、研究報告書の作成および学術論文の執筆のために使用されます。集計

データや統計分析の結果の公表に際しては、ご回答頂いた企業や個人を特定できるデータを開示しない

ようにデータを取り扱います。 

調査票の送付、回収は、株式会社東京商工リサーチに委託しております。 

つきましては、ご多忙中、誠に恐縮ですが、本調査の趣旨と意義をご賢察のうえ、是非ともご協力下さ

いますようお願い申し上げます。 

なお、ご回答いただいた内容は統計的に処理しますので、個々の調査票の結果が公表されることはござ

いません。 

 

～ ご回答にあたって ～ 

✓ ご回答は、本調査専用の WEB サイトよりオンラインで回答いただくか、ご記入いただいた調査

票を同封の返信用封筒（切手不要）に入れていただき、2024 年 3月 1日（金）までにご返送

ください。 

✓ インターネットでの回答については、調査票表紙に記載の URL にアクセスいただき、調査票表

紙に記載している ID・パスワードを入力の上、ログインください。 

 

【調査実施機関および本調査に関するお問い合わせ先】 

     株式会社東京商工リサーチ 市場調査部 アンケート回収係 

     〒100-6810 東京都千代田区大手町 1-3-1 ＪＡビル 

     電話 03（6810）0279  担当 小田宮、森田 

     受付時間 平日（月～金）9 時～12 時、13 時～17 時 

【調査実施主体】 

早稲田大学 次世代自動車研究機構 自動車・部品産業研究所 

〒169-8050 東京都新宿区戸塚町 1-104 


